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○野村参事官補佐 それでは皆様おそろいになりましたので、ただいまから「民間資金等

活用事業推進委員会第４回計画部会」を開催いたします。 

 事務局である内閣府民間資金等活用事業推進室の参事官補佐をしております野村でござ

います。 

 本日は、お忙しい中御出席いただきまして、ありがとうございます。 

 本日は、計画部会の構成員13名、全ての委員、専門委員の皆様に御出席いただいており

ます。定足数の過半数に達しておりますので、部会が適法に成立しておりますことを御報

告申し上げます。 

 また、このたび、石丸宗樹様に専門委員に御就任いただいております。よろしくお願い

いたします。 

 次に、本日の資料について１点御連絡させていただきます。アクションプラン等の改定

案の内容に直接かかわります資料１～４及び参考資料２につきましては、審議の途中にあ

るものであり、また、皆様に自由闊達に御議論いただくため、非公表とさせていただきま

す。 

 あわせて、会議後に作成いたします議事概要及び議事録につきましても、これらの資料

に関する部分については非公表とさせていただきますので、御承知おきください。 

 それでは、以降の議事につきましては、宮本部会長に進めていただきたいと存じますの

で、よろしくお願いいたします。 

○宮本部会長 皆さん、こんにちは。それでは、本日の議事に入りたいと思います。 

 きょうは、全員御出席いただきまして、どうもありがとうございます。 

 本日は、アクションプラン等の改定案についての審議でございます。 

 きょうも配られていますけれども、参考資料１にスケジュールがございまして、その中

のスケジュールできょうは黄色の４月28日のところでございますけれども、10日前４月18

日に推進委員会でこれの中間報告を行いました。このときに、さまざまな視点から委員の

方々からも御意見をいただいております。それにつきましては、後で事務局から御説明い

ただくことになっております。 

 それらを踏まえまして、事務局におきましてきょうの資料でございますが、「PPP/PFI

推進アクションプラン（案）」を作成していただきました。これにつきまして、本日は皆

様から御意見をいただき、最終の案としていきたいと思います。その最終の案は５月12日

の推進委員会でもう一度報告して議論をしていただくという形になりますので、よろしく

お願いしたいと思います。 

 それではまず、事務局のほうから、委員会での議論とあわせて、改定案の内容につきま

して御説明をお願いしたいと思います。よろしくお願いします。 

○武井企画官 それでは、委員会の御議論につきまして、経緯も含めまして、初めに説明

させていただきたいと思います。 

 今、部会長からお話がありましたように、４月11日にこの計画部会を御審議いただきま
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した後、４月18日に第40回「PFI推進委員会」にお諮りいたしました。そのときの資料を本

日、参考資料という形でおつけしておりますが、この中で特に資料３と資料４、これらに

ついて推進委員会に提出したものということでごらんいただければと思います。 

 前回、計画部会には骨子案を提出いたしました。そのときいただいたコメントを踏まえ

まして修正したものが、こちらにあります資料４、非公表と書いてある「アクションプラ

ン（仮称）骨子案」でございます。これを、この間の推進委員会に提出させていただきま

した。 

 またそのとき、計画部会で御審議いただいた主なコメントについて用意したものが資料

３でございます。こちらにつきまして、推進委員会のほうに提出させていただきました。 

 推進委員会では、宮本部会長から計画部会の審議の経緯とアクションプランの骨子の特

徴についてお話しいただきまして、事務局のほうからこの資料に従いまして、アクション

プランの骨子案の中身について個別に項目を説明させていただいたところでございます。

これに対しまして、全体の方針として御了解いただきましたが、そのとき出たコメントに

ついて御紹介させていただきたいと思います。 

 資料１をごらんください。資料１が、この間の推進委員会で委員からいただきました主

なコメントでございます。全体の方針については御了承いただいたと思いますけれども、

個別の論点につきまして、幾つか御意見をいただいております。 

 まず１つ目。独立採算型、混合型、こういったものを頑張るのは当然なのだけれども、

サービス購入型についてもVFMが出ているものを進めるという考え方については賛成であ

る。また、今回のアクションプランの中で、特に新しいコンセッションに集中して取り組

んでいくということはとても大事なことであると、こういったコメントをいただいており

ます。 

 ２つ目。空港、水道、下水道などの重点分野を実現するだけでなくて、新しい分野へと

重点分野を拡大していくことが重要である。重点分野の追加には、これに限らず、引き続

き積極的に取り組んでいくべきだと、こういった御意見をいただいております。 

 ３つ目でございますけれども、コンセッション手法の導入が地方公共団体にとってイン

センティブとなるような仕組み。例えば、ほかと比べてそれが進んでいるとかということ

が見えるような、そういった取り組みが重要であるといったコメントをいただいておりま

す。 

 ４つ目でございますけれども、指定管理者制度につきましてはコンセッション事業への

発展が期待できるというところがある。これは民間が管理するという意味で、指定管理者

制度はコンセッション事業への発展が期待できるということだと思います。自治体は住民

訴訟などを恐れて、新しい取り組みについてはなかなか手を出しづらいというところはわ

かるのだけれども、それをクリアするような環境整備を、こういったアクションプランの

策定などを通じて、また政策を通じてしていくべきだと、こういった御意見をいただいて

おります。 
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 次の御意見ですけども、今回のアクションプランにつきまして、今、公共団体では公共

施設等総合管理計画の策定などを進めていますけれども、そういった動きとどうやってつ

なげていくか、どうやって落とし込んでいくかということが大事だということでございま

す。これから、アクションプランの実施状況を把握して、アクションプランの中に問題が

あるならば、また、いろいろな制度の中に問題があるならば改定していくと。こういった

ような形でPDCAサイクルを実行していくことが重要ではないかというような御意見をいた

だいております。 

 最後の御意見でございますけれども、今回、規模の考え方と事業手法を変更している。

事業規模の把握関係ですけれども、規模の考え方と事業手法を変更しているが、これが単

に数字を膨らませるだけでないということを示すような、そういったしっかりとしたアク

ションプランをつくっていくことが重要であると、こういったお話をいただいたところで

ございます。 

 こういったお話、前回の計画部会でのお話も含めまして、今回資料２－１としてアクシ

ョンプランの改定（案）を用意してお諮りするところでございます。詳しい内容はこの後

で話がありますけれども、項目立てのところから前回の御意見などを踏まえて変更してい

るところがありますし、１と２のところについても具体的な文章という形で御提示させて

いただいておりますので、その内容を引き続き説明させていただきます。 

○山川主査 それでは、資料２－１をお開きください。１ページ開いていただいて、目次

をごらんください。こちらのほうで、前回の御指摘を踏まえまして、２ポツの（１）（２）

を修正しています。前回は（１）のところと（２）のところ、それぞれ２ポツ、３ポツで

立てていたところなのですけれども、これらをくくり出して、PPP/PFI推進に当たっての考

え方ということでまとめて、その下に基本的な考え方と事業類型ごとの進め方ということ

で構成を分けております。 

 それでは１ページお開きください。「１．趣旨」でございます。こちらの趣旨は、アク

ションプラン改定の趣旨をまとめております。まず全体をざっくり申し上げると、１段落

目でそもそもPPP/PFIを推進する必要性について述べており、次の段落でこれまでの経緯を

述べています。その次の３、４段落目で現在の進捗状況、いい点悪い点含めて述べて、最

後に改定の趣旨ということを端的に述べています。では順番に御説明いたします。 

 １ポツ目の１段落目なのですけれども、こちらについては前回の骨子の段階での御指摘

で、より経済成長を強調すべきではないかという点がございましたので、こちらを反映し

ております。内容を読み上げますと、公共施設等の整備・運営に民間の資金や創意工夫を

活用することにより、効率的かつ効果的な公共サービスを実現するため、多様なPPP/PFI

を推進することが重要。これにより、新たなビジネス機会を拡大し、地域経済好循環を実

現するとともに、公的負担の抑制を図り、国及び地方の基礎的財政収支の2020年までの黒

字化を目指す経済・財政一体改革に貢献することが期待されている。これが１段落目。 

 ２段落目がこれまでの経緯というところで、現アクションプランを定めて、10年間で10
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～12兆円の事業規模目標を達成することを目標としてきた。その後の取り組み方針におい

て、コンセッション事業について重点分野を定め、集中的に取り組んできたというところ

でございます。 

 次の段落でございますが、この間、我々は政府一体で取り組みを進めた結果、我が国に

おけるPFI事業が件数で489件、事業規模で5.8兆円に及んだほか、仙台空港、関西国際空港

などの大型案件が具体化するなど着実な進展を見せているところです。 

 次の段落でございますけれども、一方で、人口減少等で長期的な持続可能性が課題とな

っている、特に上下水道等の生活関連分野についてはなかなかコンセッション事業の活用

がおくれているというところで課題も抱えているのが事実です。また、さらにインバウン

ドの拡大等で新たな観光分野等の成長分野も生まれているところでございます。こういっ

たところについても、今後引き続きコンセッション、多様なPPP/PFIを進めていくべきだと

述べております。 

 最後の段落ですけれども、改定の趣旨を端的に述べておりまして、これまでのアクショ

ンプランの策定後の事業規模の達成状況や施策の取り組み状況をフォローアップすること

によって、今回新たに事業規模目標を見直しております。それとともに、新たな課題に対

する施策も充実させる、さらに新たな成長分野へコンセッション事業の活用を拡大するべ

く、重点分野を追加するなどの見直しをしているというところでございます。 

 こちらが１ポツの御説明でございます。 

 次のページに移ってください。「２．PPP/PFI推進に当たっての考え方」というところで、

PPP/PFI全体の戦略について述べているところです。こちらについて、前回御指摘がござい

まして、主に６点ありました。１点目が成長戦略を強調すべきではないか。２点目が混合

型PPP/PFI事業をより推進すべきではないか。３点目がサービス購入型PFI事業を含めて、

多様なPPP/PFIを推進していくべきではないか。４点目がハコモノからインフラへ拡大する

というところも重視すべきではないか。５点目が「バンドリング」や「広域化」、こうい

ったところの新たな展開を見据えてPPP/PFIを推進すべきでないか。最後に公共施設等のデ

ータの「見える化」を積極的に図るべきではないか。こういった御指摘をいただいており

まして、これらを２ポツに反映しております。 

 １段落目でございますけれども、こちらはセッションがまず最重要というところで、成

長分野、生活関連分野それぞれ重要だということで述べております。２段落目については、

コンセッションに発展する入り口は多様なPPP/PFIがございます。ただ、それであっても収

益力を向上させて、コンセッションに向かっていくというような道筋を狙っていくという

ところで明確化しております。３段落目で混合型の件を書かせていただいておりまして、

４段落目でサービス購入型の促進やインフラへの拡大、最後に「バンドリング」「広域化」

「見える化」ということで書かせていただいております。最初から読み上げさせていただ

きます。 

 （１）新たなビジネス機会を拡大するとともに、公的負担の抑制を図り、経済・財政一
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体改革を推進するためには、さまざまな分野の公共施設等の整備・運営にPPP/PFIを推進す

ることが必要であり、とりわけ民間の経営原理を導入するコンセッション事業を活用する

ことが重要である。そのためには、空港等の成長分野におけるコンセッション事業の活用

を大幅に拡大することで観光立国の実現等を通じた成長の起爆剤とするとともに、長期的

な持続可能性が問題となっている上下水道等の生活関連分野にコンセッション事業を活用

することで課題の克服に努める必要がある。 

 ２段落目です。コンセッション事業の活用を拡大するためには、その前段階としてさま

ざまな収益事業の活用を進めることが効果的であり、これらの事業に積極的に取り組む中

で収益性を高めつつコンセッション事業への移行を目指していくことが重要である。 

 次の段落です。特に、運営費等一部の費用のみしか回収できないようなケースであって

も、混合型PPP/PFI事業として積極的に取り組むことにより、少しでも公的負担の抑制を図

るという姿勢が重要であり、その取り組みの中で、より収益性を高める工夫を重ねること

で公的負担の抑制効果を高め、さらにはコンセッション事業へと発展させていくという視

点が重要。 

 そのためには、サービス購入型PFI事業、指定管理者制度等の多様なPPP/PFIをファース

トステップとして活用することを促すことが効果的。これまでハコモノ中心として活用さ

れてきたサービス購入型PFI事業についても、大量の更新期を迎えるインフラ分野への活用

を図るなど活用の裾野を拡大することが重要。 

 さらに、単独では事業化が困難なものについても「バンドリング」や「広域化」等によ

り、事業としての成立性を高めるなどの工夫を行うことが重要。 

 このように、PPP/PFIを推進するに当たっては、公共施設等総合管理計画等の策定や固定

資産台帳の整備及び公表を行うことを通じて公共施設等のデータの「見える化」を推進す

ることが不可欠であり、国及び地方公共団体の取り組みを着実に進めることが必要である、

ということで、全体にかかわるような戦略を述べているというところです。 

 （２）のところが、前回３ポツで立てていたところをまとめて２ポツで事業類型ごとの

進め方ということでまとめております。こちらからは前回、骨子の段階で御説明させてい

ただいたものと内容は一致しているものではございますが、おさらいとしてもう一度簡単

に述べさせていただきます。 

 ①がコンセッション事業というところで、こちらについては成長分野、生活関連分野そ

れぞれについて今後より一層推進していく。特に、生活関連分野については、混合型とい

うこともどんどん推進していくことが必要というところや、「バンドリング」を推進して

いくことや、ディスインセンティブの解消を進めていくことで、より一層推進していくと

いう方針をとっております。 

 ②の収益事業のところなのですけれども、５ページに移っていただいて、こちらについ

ては混合型、こういったものでも将来的には収益拡大をしてステップアップをしていく。

またコンセッションに発展する可能性もございますので、どんどん積極的に進めていくべ
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きだということで述べさせていただいております。 

 ③の公的不動産利活用事業のところなのですけれども、地域の「価値」向上を図ってい

くために、また地域のビジネス機会を創出する、こういったところを担っていくというと

ころで、行政財産も含めて公的不動産の最適利用を図っていく。民間提案を積極的に活用

することや、LABV等の新しい展開も積極的に活用して、この事業類型の推進を図っていく

べきではないかということで述べております。 

 最後にめくっていただいて、④のその他のPPP/PFI事業というところで、こちらも裾野の

拡大というところで、入り口としてのファーストステップとしては引き続き重要なもので

あるというところと、サービス購入型について今後、インフラへの拡大も見据えて進めて

いくことや、コンセッションの発展をしていくように積極的に見直しをしていくというと

ころでまとめさせていただいております。 

 １ポツと２ポツの御説明は以上にさせていただきます。 

○野村参事官補佐 続きまして、７ページ「３．推進のための施策」について御説明させ

ていただきます。こちらは、前回御審議いただきました骨子からの変更箇所を中心に御説

明させていただきます。 

 まず【具体的取組】の項目でございますけれども、前回御説明さしあげたとおり、開始

時期や実施期限などの時間軸を明確化するとともに、担当府省を明記しております。 

 まず（１）実効性のある優先的検討の推進でございます。内閣府、厚生労働省、国土交

通省等の施策を記載しております。①につきましては、前回の計画部会におきまして、人

口20万人以上については100％ではないかという御指摘をいただきましたので、全ての人口

20万人以上において、優先的検討規程を策定するとしております。以降、規程運用の手引

の策定、支援事業の実施、８ページに移りまして、ガイドラインの策定、交付金事業や補

助金採択の際のPPP/PFIの導入要件の一部要件化といった取り組みを記載しております。 

 続きまして（２）地域プラットフォームを通じた案件形成の推進といたしまして、９ペ

ージから具体的な取り組みでございますけれども、内閣府や国土交通省の取り組みといた

しまして、プラットフォームの形成ですとか運用マニュアルの作成、案件形成につながる

継続的な運営を前提とした支援、フォローアップの実施公表、情報提供、助言等について

記載しております。 

 続きまして、９ページの下（３）民間提案の積極的活用でございますけれども、10ペー

ジに【具体的取組】といたしまして、内閣府や総務省、国土交通省の取り組みといたしま

して、インセンティブ付与のあり方の検討、民間提案活用指針の策定について記載してお

ります。 

 （４）情報提供等の地方公共団体に対する支援につきましては、10ページ以下、内閣府、

総務省、国土交通省の取り組みといたしまして、職員等の育成、PPP/PFIポータルサイトの

整備、ワンストップ窓口の調整体制強化等を記載しております。 

 前回からの変更点といたしまして、11ページ、⑤の後段部分でございますけれども、指
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定管理者制度の活用につきましては、第40回の委員会でも御指摘いただきましたので、総

務省等との調整も踏まえまして、ひな形の作成に向けて、28年度末までの取り組み事項と

して、当該制度の先進的な取り組み事例及びその効果を把握し、地方公共団体に対する情

報提供を実施するという取り組みを新たに追記しております。 

 続きまして、11ページ（５）でございます。こちらは本日初めて御審議いただくもので

ございますけれども、株式会社民間資金等活用事業推進機構の活用ということでございま

して、大きく２点、方針として示させていただいております。 

 １点目ですけれども、地域経済好循環の実現に向けて、地域におけるPFI事業を推進する

ため、民間資金等活用事業推進機構の資金供給機能や案件形成のためのコンサルティング

機能を積極的に活用し、地域におけるPFI事業の大幅な掘り起こしを進める。 

 ２点目といたしまして、コンセッション事業等の拡大を踏まえ、民間インフラファンド

の形成に率先して取り組むなど、民間のインフラ投資市場の成長に寄与するという方針を

示しております。 

 この方針のもと、12ページに大きく４点、具体的な取り組みを記載しております。 

 １点目、牽引役としての役割でございますけれども、リスクマネーの呼び水としての機

構の出融資を最大限活用し、案件形成プロセスの早期の段階から牽引役としての役割を果

たし、重点分野に掲げるコンセッション事業の着実な実現を図るとともに、人口20万人以

上の地方公共団体を中心に収益型事業を推進すること。 

 ２点目、コンサルティング機能の観点ですけれども、上下水道のコンセッション事業導

入に当たっては、これらの事業が抱える中長期的な経営上の課題について首長の認識や住

民の理解を得ることが前提となります。このため、機構のコンサルティング機能をフルに

活用し、上下水道の財政収支シミュレーション等を実施し、コンセッション事業の導入に

向けた検討を促進すること。 

 ３点目、人材育成の観点ですけれども、地域におけるPFI事業で地域の民間事業者が主導

的な役割を担うことができるよう、地域の民間事業者に対しPFI事業に係る契約面でのサポ

ートを行うことにより、リスク分析手法等PFI事業実施に不可欠なプロジェクトファイナン

スのノウハウを身につけた地域人材の育成を図るとしております。 

 最後に４点目の取り組みといたしまして、コンセッション事業を推進する地域金融機関

等の関係者との協議を継続し、案件の形成と資金の供給を通じて、早期に第一号の民間イ

ンフラファンドの組成を目指す。 

 以上４点の取り組みを今回、記載しております。 

 続きまして、13ページ以降「４．集中取組方針」について御説明させていただきます。

こちらにつきましても、これまでと同様、時間軸と担当府省を明確化しております。 

 （１）目標設定の考え方に記載しておりますとおり、３年間で具体化すべき重要案件を

数値目標として設定するとともに、将来コンセッション事業へとつながる事業類型も対象

としております。第40回の委員会でも御指摘いただきました重点分野の追加につきまして
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も、最後、なお書きで記載しておりますが、社会経済情勢や取り組み状況の進展に応じて、

今後、随時追加・見直しを行うと明記しております。 

 （２）から各分野ごとの目標と取り組みを記載しております。目標を明確化するため、

各分野の冒頭にそれぞれ重点期間と目標を明記しております。 

 13ページ、①空港につきましては、26～28年度で６件、14ページ、②水道につきまして

は、26～28年度で６件、15ページ、③下水道については、26～28年度で６件、16ページ、

④道路につきましては、26～28年度で１件と、これは今までの目標を記載しております。 

 新たな目標といたしまして、16ページ、⑤文教施設でございますけれども、28～30年度

の集中強化期間に３件のコンセッション事業の具体化を目標とすること。17ページ、⑥公

営住宅でございますが、28～30年度を集中強化期間として、コンセッション事業、収益型

事業、公的不動産利活用事業の具体化を６件目標とすると記載しております。 

 このほか、本日は記載しておりませんけれども、政府内の産業競争力会議という会議の

もとでもPPP/PFI、とりわけコンセッション事業の推進に向けて取り組みが検討されており

ます。その中におきましては、いろいろこれまでに御指摘いただきましたディスインセン

ティブの解消についても議論されているところでございます。産業競争力会議の議論の内

容は、日本再興戦略、いわゆる成長戦略に盛り込まれるものでございますけれども、この

アクションプランの趣旨に沿うものについては、その概要を追記したいと考えております。 

 産業競争力会議の議論の内容は、現在、関係者間で調整中のため、現時点でのアクショ

ンプランの改定案には記載できておりませんけれども、重点分野に関する議論の大まかな

内容を御紹介させていただきます。 

 まず、空港分野ですけれども、仙台国際空港株式会社からのヒアリングなどを踏まえま

して、民間事業者の創意工夫を阻む規制緩和の推進について議論されております。 

 また、水道分野につきましては、ディスインセンティブとなる制度上の問題について、

その解消が議論されておりまして、先行案件において地方公共団体の新たな負担感、法人

税が念頭に置かれておりますけれども、そういったものを最大限なくす仕組みとして、交

付金や補助金による措置を検討すること。また、コンセッション期間中の設備投資費用を

平準化するような取り組みとして、準備金による積み立てといったような措置、そういっ

たことが検討されております。 

 また、新たに追加されます文教施設につきましても、単一の文教施設のコンセッション

だけではなく、周辺の他の施設も包含し、複数施設を対象にした形で複合的、一体的なコ

ンセッション事業を検討するということが議論されております。 

 最後、コンセッション全般につきましても、今後の案件拡大に向けまして、民間企業と

の対話といった場を設けて、必要な取り組みに関する意見聴取を行うといったことも、産

業競争力会議で議論されているところでございます。 

 今、申し上げた点につきましては、政府内の調整状況も踏まえまして、今後、その趣旨

をこのアクションプランにも盛り込みたいと考えております。 
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○阪口参事官補佐 続きまして「５．事業規模目標」について御説明さしあげます。18ペ

ージをごらんください。こちらは実は骨子から変わってはいなくて、（１）（２）に、今

回（３）として歳出削減効果というのを追加しております。 

 おさらいになりますが、（１）は、事業規模というものを事業規模PTで議論いたしまし

て、明確化したということで、その内容を記載しております。PPP/PFIの活用によって新た

な民間の経済活動を創出するという施策の目標を踏まえて、事業規模とは民間事業者の総

収入をもってはかるというような形で決めております。 

 もう一つは、PPPの範囲というようなところで、ここに（ⅰ）（ⅱ）（ⅲ）で要件を規定

しておりまして、これを満たすものをアクションプランにおけるPPPとして、対象事業とし

て捉えていこうということが事業規模PTで議論されております。 

 その中、事業規模目標（２）になりますが、まだ数字については検討中でありますので

「●」とさせていただいております。 

 ①類型Ⅰのところですけれども、「４．集中取組方針」に掲げられた目標の確実な実施

を図ることによって、目標を達成しようというような考え方。 

 ②収益型事業ですけれども、ここには収益施設の併設・活用、これには利用料金で回収

するものだったり、併設する施設で収入を回収するようなものが含まれておりますが、そ

ういった事業を人口20万人以上の地方公共団体で確実に、何件とは書いておりませんが、

１件以上実施していただくというようなことを踏まえて、事業規模を目標とさせていただ

きたいと考えております。 

 ③公的不動産の有効活用を図るPPP事業ということで、今後、固定資産台帳等の整備が進

むことによって、ある程度PREというものが見えてくる。その中、民間活力を活用したPPP

事業ということで、これは２つ考え方が入っているのですが、平均２件程度とさせていた

だいております。１つは、単純売却みたいなものは既にかなり多いのですけれども、PPP

事業ということで、例えば定期借地権を設定するような事業ですとか、そういったものの

件数につきましては、そこまで多くはならないだろうということで、前回部会の中で、２

件は少ないのではないかというような御意見が出たのですが、そのままとさせていただい

ております。 

 もう一点につきましては、人口20万人以上の地方公共団体全てが２件以上できるわけで

もないのかなとも考えておりまして、あくまで平均２件程度ということで、今回、事業規

模目標ということで、この達成をもって目標を達成するという形にさせていただきたいと

考えております。 

 続きまして、追加しました（３）歳出削減効果等です。この目標を達成することによっ

て、VFM等の発生により、幾ら程度歳出削減効果が期待できるということで、ここに数字を

記載したいと考えております。 

 ページをおめくりいただきまして、定量化は困難なのですが、民間の事業が実施される

ことによる租税公課の収入、支出が減るだけでなく、収入もふえるだろうということで、
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そういった収入増の部分も歳入効果としてありますねということを記載させていただいて

いるのと、民間の事業が行われることによって新たに需要がふえるみたいなことによる経

済波及効果も発生するだろうということを定性的に書かせていただいております。 

 続きまして「６．PDCAサイクル」ということで、部会でも意見をいただきましたし、委

員会でも御意見いただいたのですが、PDCAをただ回しますというだけでなく、後段ですが、

フォローアップの結果は、各地方公共団体における取り組みの目安となるよう、比較可能

な形でベンチマーク化するなど「見える化」に工夫をして、PDCAを回していこうというこ

とを明示的に記載させていただいております。 

 次のページ、最後になりますが「７．その他」ということで、今アクションプランによ

り、旧アクションプラン、旧集中取組方針は廃止するということを書かせていただいてお

ります。 

 説明は以上です。 

○宮本部会長 どうも御説明ありがとうございました。 

 それでは、残りの時間をかけて皆さんから御意見をいただきたいと思います。いかがで

ございましょうか。 

 では、根本先生、お願いします。 

○根本部会長代理 ちょっと「てにをは」的な話なのですけれども、語尾が「必要」とか

「重要」という評価で書かれているところがありますが、これは主語が推進会議なので、

どこかの大学の報告書ではないので、国としてどうするかという言い切りではないかと思

うのです。前提条件としての客観的な評価が「必要」とか「重要」というのはわかるので、

そういう目でもう一度見直してみて、いろいろなところにそういう表現があるなというの

が一つです。 

 もう一つ同じようなことで言うと、語尾が「検討する」とか「図る」で終わっているの

があって、これはやはりできることは実施すると書かないといけないのではないかと思っ

ていて、例えば６ページ目の④のその他の事業のところで第１パラグラフの最後です。「今

後は、インフラ分野へと活用の幅を拡大することを検討すべきである」というのは、もう

検討している場合ではなくて、これは拡大するということだと思うのです。そのように書

いてあるところもいっぱいある中で「検討する」がまじるというのは、ちょっとおかしい

かなと。 

 あるいは何とかを「図る」というのもあるのですけれども、例えば８ページ目の【方針】

の上から４行目で「主体的役割を果たせるような枠組みづくりが必要である」ではなくて、

枠組みを構築する、だろうと思いますし、次のパラグラフの３行目「成功事例のノウハウ

の横展開を図る」ではなくて、ノウハウを横展開する、だろうと思うのです。ちょっと弱

い表現が散見されるので、もう一度ちゃんと見直して、弱くする理由をしっかり見ないと

いけないという感じがします。 

 それから、同じようなことなのですけれども「一部」という表現があって、８ページ目
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の上から４行目、５行目のところ。ほかにはないかもしれないのですが「PPP/PFIの導入検

討を一部要件化する」というのがあって、これは余り具体的な方針ではないですね。何が

クリアされれば具体的取り組みをやったことになるのかというのが「一部」だけでは全く

わからない。しかも、これは注がついていて「公営住宅については措置済み」と、あたか

も我々が措置済みだということを認めたかのごとく表現されるのですけれども、「一部」

の内容もわからないのに、それを措置済みと言っていいはずもないということだろうと思

うので、細かな点も含めてですけれども、具体的な論点に入る前に、その表現ぶりをしっ

かりした哲学に基づいて統一して、これはアクションプランなので、できるだけアクショ

ンするということをしっかり見せることが大事ではないかと思います。 

○宮本部会長 よろしくお願いします。 

○鳥巣審議官 大変貴重な御指摘をありがとうございます。 

 実は我々もそこを中で議論しまして、目次をごらんいただければと思うのですが、我々

の頭の整理は、まず、考え方の部分と具体的な施策の部分で一応ある程度書き分けていこ

うと。施策については、ごらんいただくと、大体のところは語尾が断定系になっているの

ではないかと。具体の施策というのは３ポツと４ポツなのですけれども、検討課題でとど

まっているものを除けば、大体具体的な語尾になっているのではないかと。２ポツはどち

らかというと思想の部分なので、方向性を指し示すときにこうすべきであるということで

書かせていただいているつもりだったのです。今の御指摘も踏まえてもう一度きちんと精

査をしたいと思うのですけれども、スケジュール的にちょっと厳しいところもあったので

少し見落としている部分もあるかと思うのですが、大まかな考え方はそういうことです。 

 ２ポツの考え方については、割とべき論的な、いわゆるゾレンのところで書いていると

ころがあって、３番目のところは、具体的にこれはもう省庁を決めているので、誰それが

いつまでに何をやるという形で書くという大まかな方針では書いていますが、細部は今の

御指摘を踏まえて、きちんと詰めていきたいと思っております。さらにその上で語尾が弱

いということであれば、また御相談させていただきたいと思っています。 

 一部の要件化については、ちょっと別途。 

○野村参事官補佐 今、御指摘のありました一部要件化のところですけれども、別途、政

府のほうで検討されています経済財政再生計画の改革工程表におきまして、PPP/PFIの導入

検討の一部要件化ということが政府方針として決められておりますので、それを踏まえて

このように記載しているのですけれども、「一部」の内容につきましては、国土交通省に

も確認の上、この表現が適切かについては確認して、検討したいと考えております。 

○宮本部会長 いかがでしょうか。よろしいですか。 

 それでは、もう一度、特に最後の「図る」とか表現のところを御検討いただいて、でき

るだけアクションするという姿勢を示すような形でお願いできればと思います。ありがと

うございます。 

 それでは、ほかに御意見いただければと思いますが、いかがでしょうか。 
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 赤羽先生、お願いします。 

○赤羽専門委員 二、三点、質問と確認事項なのですけれども、１つは、先ほどちょっと

御説明があった指摘事項で、資料１と資料３のところで、コンセッション手法の導入がイ

ンセンティブとなるような仕組みとか、資料１は委員会でのコメントですね。資料３は、

コンセッション事業へのディスインセンティブの解消につながる具体的な取り組み。これ

が４ページのところに多分出ていると思うのです。 

 １つの質問は、産業競争力会議で議論をされているということを先ほどシェアしていた

だいたと思うのですが、最終的にはそこの議論と部会というか、これは会議の決定なのか

な。そこで制度上の問題点の解消を図るということで、具体的なイメージとしては、これ

これをもうちょっと前回のアクションプランみたいに、例えば先ほどおっしゃったのは、

水道だと税金の問題とか交付金、準備金であるとか、あと、昔からここでも言っていた公

営企業債の繰り上げ償還金とかも多分議論になっていると思うのですけれども、そういう

ものがアクションプランに続いてこれをやるのだという中に入ってくるイメージで具体的

に項目が入ってくるのだろうということで、ディスインセンティブとインセンティブが両

方具体的になっているのですかという確認が１つ。 

 あとは質問なのですけれども、７ページの【具体的取組】のところは、20万人以上の人

口の地方公共団体全てと国なのですが、内閣府、総務省云々という各府省の名前が挙がっ

ているのに「等」がありますけれども、ここに名前が挙がっているところは絶対やるとい

うことを確約して、「等」はその広がりという意味ですか。各省庁が全部やるのかなと私

は思ったのですけれども、それが質問です。 

 あとは、今回新しく入った機構の活性化のところなのですけれども、11ページ以降のと

ころです。これはいろいろ書いてあるのですが、ここは実はいろいろやることになってい

るのだけれども「平成●●年度から」＜●●●＞」となっていて、多分、私も判断してい

るところだと、28年度の予算はもう決まってしまっているので、これをやるとなったら結

構大変なのだと思うのです。きょうは機構の方はいらっしゃっていますか。私は一応社外

取締役なので言ってしまうと、スタッフィング的には結構大変だとは思うのです。だから、

これはどれぐらい現実性と年度性があるのかなと。スタッフィングの感じからいっても、

これをやるとなると結構スタッフが必要なので、ここは多分調整中ということだと思うの

です。 

 最後に１点だけ、指定管理者制度がいろいろ出てきているのですけれども、６ページか

ら出てきていまして、具体的な施策のところでも11ページでひな形作成ということで、こ

れは指定管理者制度が、６ページだと民間事業者の役割を果たすためのファーストステッ

プとかと書いてあったと思うのです。現状ではいいと思うのですけれども、以前からの委

員会の話で、指定管理者制度とコンセッション事業は、地方公共団体にとっては議決の関

係で二重の縛りではないかという議論があります。多分、今まで空港とかはそれを解消し

ていると思うのですが、今回総務省と調整されたときに、そこを教えていただきたいので
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すけれども、その縛りといいますか、コンセッション事業をやったらもう議決は要らない

のだとか、そういうことがなされているのか。 

 これは今回、書けるかどうかということなのですけれども、私の考えだと、実は指定管

理者制度はコンセッション事業があったら発展的には解消すべきものであって、公の施設

は結構、地方自治法上古い概念なので、総務省さんはあれかもしれませんけれども、コン

セッション事業をやればもう本来は必要なくなるものであろうという議論も昔はあったの

で、ファーストステップとしてはいいのですけれども、ここで余り強調して指定管理者、

指定管理者とやると、コンセッション事業との二重の制約が解消されない限り、また負担

感が出てしまうので、どこかにちょっと、発展的解消と言うときついかもしれないけれど

も、そういうニュアンスも将来的にコンセッション事業のほうへ全部行ってくださいとい

う感じを出していただいたほうがいいかと思います。 

 済みません、長くなりました。 

○宮本部会長 ４点ございましたが、お願いいたします。 

○鳥巣審議官 順番にお答えしていきたいと思いますけれども、非常に有意義な指摘をあ

りがとうございます。我々は、新しい検討の中で対応していく必要があるものもあります。

ただ、現状をお話しさせていただきますと、産業競争力会議の内容の具体化をどの程度こ

こで図っていくかという話については、実はスケジュール的に難しい問題がありまして、

向こうの案文が固まるスケジュールと、私どもの案文を推進会議決定に向けて固めるスケ

ジュールとの兼ね合いがあって非常に難しいのです。 

 全く同じことを書くのでは、逆に言えば何の意味があるのかという話もあるので、餅は

餅屋ということで、ある程度政府部内で機能分担をして、どちらかというと向こうは、

PPP/PFIをやる中で規制緩和をどんどん進めていって、成長のブレークスルーを図っていく

みたいな話。我々のほうはどちらかというと、しっかりとPPP/PFIを推進していくという立

場で、なぜこういう議論をしているかというと、結局、両者のベクトルがそろっていない

とまずいだろうということなのです。だから、一言一句同じことをここで書いていなけれ

ばいけないということは多分ないはずで、向こうが理想としているところと我々と軌を一

にしているので、要は、産業競争力会議とPFI推進会議の両方のベクトルがきちんとそろっ

ているということをこの文章の中で示していこうということを考えているのです。 

 そこについて、事務局のスタンスとしては、これまで両方の議論に我々はずっと参加し

てきています。そうすると、議論のベクトルは全くそろっています。要するに、ディスイ

ンセンティブの解消が必要だということを言っているわけですし、規制緩和をしっかり進

めていくべきだということを言っているわけです。そういうことでは両方に方向性の面で

のそごはないので、そこがわかるような記述を入れていきたいと思います。 

 したがって、産業競争力会議の成長戦略の中の記述と全く一言一句同じということには

なりませんけれども、競争力会議の中で出てくる個別の施策の具体策を全部のみ込む形で、

少し抽象度を上げた形になると思いますけれども、その方向性として推進会議と軌を一に
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しているのだということをことで書き込んでいきたいなと。それは今、事務的に調整をし

ていまして、向こうの記述が一生懸命まだ各省とがちがちやっているところなので、いず

れにせよ同じ方向を向いていますから心配はないと思いますけれども、要はそういうベク

トルが同じ方向を向いているということを書き込んでいきたいというのが１点です。 

 もう一点は、７ページの「等」。おっしゃるとおりでありまして、国については当然や

らなければいけないということなのですけれども、内閣府、総務省、国土交通省、厚労省、

文科省と書き出したものについて、これは先ほどちょっと話がありましたが、経済・財政

一体改革推進委員会の中で改革工程表というものを去年の暮れに決めました。その中で担

当府省が同じような表記になっておりまして、これは優先検討の仕組みの構築の一番先頭

に立って汗をかかなければいけない役所として、この省庁が並んでいる。我々と総務省が

指針をつくって、今後しっかりつくってもらうように働きかけをしていく最前線に立って

いるということでございますし、今後、ガイドライン等をつくっていく個別の事業の所管

省庁として優先検討規程を策定する際のガイドラインをつくる省庁としては、国土交通省

がたくさんの事業を持っておりますし、厚労省は上水道を持っていますし、文科省につい

ても文教施設を持っているということで、代表選手として書いているわけであります。自

分たちのことをやるということであれば、こういう施設を優先検討する機会のあるところ

は全省庁入っているという理解で結構だと思います。そういう意味では、先生がおっしゃ

るような御理解でいいと思います。 

 それから、11ページの機構の現実性の話ということで、これは従来からペンディングに

しているというのは、機構のほうともずっと議論を重ねておりまして、かんかんがくがく

議論をする中で、赤羽先生も社外取締役をされているので、今度、逆に言えばあちらの立

場で見る必要も出てくると思いますけれども、一応、機構と機構の専務以下の話をしてい

まして、機構の中もちゃんと社長まで上げた上で、こういう方向でということを言ってお

ります。 

 ただ、実現可能性が低いかどうかということについて、①の部分について見ると、これ

までやってきているところの目的をはっきりさせているというのが実情です。①について

見ると、結局、リスクマネーを提供するというのは、もともとの機構の役割であります。

ただ、これを今後、後ろにあります重点実施方針で決めておりますコンセッションの実現

に向かってしっかりと役割を果たしていくということを言っているわけでありまして、こ

れは特段違ったことをするわけではなくて、しっかりと目標を定めてドライブをかけてい

ってくださいという話です。 

 それから、20万人以上の優先検討の話もそうなのですけれども、この優先検討規程を実

効を持って進めていく中で、やはりPFI機構がしっかりと役割を果たしていくというのは、

この指針をつくるときからの議論であります。それをここで念のために書いているという

ことなので、特段今までと違ったことをするという趣旨ではないということで、この優先

検討規程の運用の中でもしっかり役割を果たしていただきたいということです。ほかの②
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～④も基本的には同じ趣旨なので、これまでからはみ出している部分は基本的にはないと、

我々と機構のほうの理解ではそういうことを言って、現実性についても十分吟味した上で

書き込んでいます。 

 ただ、そういう意味ではまだＰなので、何年度からするかということは、まさにおっし

ゃったように事業計画の話があります。総会が６月に予定されているようなので、今年度

からというのか、29年度からというのかについては、引き続き議論させていただきたいと

思いますが、我々としては、できるだけ28年度からと。だから、今の事業計画の中で読め

るものについては28年度からと書き込んでいきたいと思いますが、そもそも事業計画上無

理だということであれば、そこについてはしかるべく反映をさせていきたい。 

 最後に、指定管理者制度とコンセッションの関係でございます。これはもう御承知かと

思いますけれども、必ず両者が二重の縛りでかけなければいけないということではなくて、

要は処分性のある行為を行うもの、例えば使用許可とか、そういうものが必要なものにつ

いてはPFI法の中で手当てをしていないので、それはあくまでも地方自治法の、いわゆる公

権力の行使に当たる部分が残らざるを得ないものについては、引き続き指定管理者の指定

を受けて公権力の行使に当たる処分を別途やっていただくということは残っています。そ

れを今後どうするかということについて問題提起が必要だという御指摘だと思いますので、

どこまで書き込むかということについて、また相談させていただきながら、検討してみた

いと思います。 

○宮本部会長 どうもありがとうございます。 

 今の方向でいかがでしょうか。 

 赤羽さん。 

○赤羽専門委員 １点だけ確認です。お話しありがとうございました。 

 １番目のところなのですけれども、４ページのところでディスインセンティブは解消を

図ると書いてあるのですが、インセンティブとなるような仕組みというのはどこかに書い

てありましたか。これは書き分けているのか、ありましたか。 

○鳥巣審議官 ディスインセンティブではなくて、インセンティブですね。我々のほうの

理解は、どちらかというとディスインセンティブを解消することがインセンティブになる

という理解で、特に法人税の話はそう思ったのですけれども、積極的にあめを出すのかど

うかということについては、ここで明示的に書いているところは確かになかったと思うの

です。 

○赤羽専門委員 前の議論で、将来的だからあれだけれども、ディスインセンティブは規

制緩和のほうですが、インセンティブも皆さんの議論で褒めてあげるとか。それはいいの

ですけれども、例えば地方財政健全化法でちょっと特殊にそこだけを将来債務負担につい

てカウントしないとか、その程度かどうかわからないですけれども、そういうものを入れ

たらどうかという議論も二、三、出ていたと記憶しています。だから、インセンティブの

ほうも入れておいて特に問題ないのではないかと思ったのです。 
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○鳥巣審議官 検討させていただきます。 

○宮本部会長 では、御指摘の点、御検討をよろしくお願いしたいと思います。 

 そのほかいかがでございましょうか。 

 江口先生、お願いします。 

○江口専門委員 いろいろ議論があるところだと思うのですけれども、道路のところで16

ページです。１件のコンセッション事業の具体化を目標とすると、この１件には愛知は入

っているのですね。入るということは、もうやってしまっているわけですから、ゼロとい

うことですね。だから、それではアクションプランとしてどうなのかなと。いろいろ議論

はあると思うので、難しいところだと思うのですけれども、ここはそれだと実質ゼロとい

うことになってしまうので、どうなのかなというところです。 

 もう一つ、なかなか出てこない水道のところです。空港が何でやれたかというと、やは

り国管理空港だから国主導でやっていけたところがあるのです。水道になると、どうして

も自治体のことなので、いろいろな啓蒙活動をやるというのは書いてあるのですけれども、

やはり１件モデルで成功事例をつくってあげないと出てこないと思うのです。ですから、

本当にばっちり補助金をつけて１個仕上げるのだというのが欲しいなというのが水道で、

出る出ると言って、ずっと、もう何年ぐらい言い続けているか。１件残念ながら市長さん

がかわってしまってだめになった例とかもありましたけれども、やはり相当力を入れない

と、待っていただけでは難しいのが水道ですね。口に入るものということで大分抵抗感も

あるので、相当国主導でやらないとこれはできないと思います。 

 下水道のほうは、15ページの一番下にモデル都市の下水道事業においてというのがある

のですが、下水についてはモデル都市で強力に推進するとか、そういう趣旨でここを書い

てあるのでしょうか。上水のほうにはこういう記述がないのですが。 

○宮本部会長 では、３件ということでよろしいですか。道路、水道、下水道ということ

でございます。 

○鳥巣審議官 愛知道路の件ですけれども、今回、集中取組方針については、従来の空港、

上下水道、道路については、実はそのまま平行移動。なぜかというと、計画期間がまだ１

年残っていますので、ここで基本的にいじることはせずに、従来どおりということになっ

ています。なので、見かけ上はもう終わったではないかという話なのですけれども、一応

28年度の計画期間終了までは前の計画をそのまま平行移動しようということです。 

 なぜ１件かというのは、もう御承知のとおり、特区制度でやっているので、１件以上書

きようがないということで１件なのです。 

 ただ、この後どうするのかという議論は実はあるので、今年度中に議論をした上で29年

度以降どうするのかということについては、第１期生についてはみんなあります。空港に

ついても、ほぼいけるのだろうと。もともとこの６件と言っているのは、今回これでのみ

込んでしまう旧アクションプランの平成25～34年度の間で、第Ⅰ類型については２～３兆

円やりますという事業規模をこの集中期間でしっかりやらないとできないですよと。だか
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ら、この間しっかり頑張って具体化してくださいという話なので、今の空港の状況を見る

と非常に快調に飛ばしておりますので、34年度までにこの規模というのは多分、全然気に

するまでもなく、はるか上を行くぐらいの実績を上げることになるのだろうということな

ので、その後、どうするのかということは、別途また考えていく必要があると思います。 

 ただ、それは今年度きちんと議論させていただいて、また来年の年明けからこの計画部

会をお開きいただいて、フォローアップをして、新しいアクションプランの改定を議論し

ていく中でどうするか。特に水道、下水道は落第必至なものですから、この落第必至のも

のをどうしていくかということについて考えていきたいと思っています。 

 それから、今回、水道、下水道は全般的に非常に具体の施策を厚く書いております。厚

く書いているのは、逆に言えばことし最後なのですよ、ことしで落第ですよということを

意識して強く具体の施策を書いておりまして、例えば15ページのモデル都市の下水道等に

おける事業の導入に向けた検討・調査を支援するということについても、背後にどういう

ことを言っているかというと、上下水道については網で投げるようなことをやっていたの

ではだめなので、要はリストを決めて、具体の首長さんにダイレクトに当たっていってく

れといって、実は今やっているのです。 

 要は、今までみたいに何となく上水道、下水道という事業で捉えるのではなくて、どこ

の事業者をコンセッションに導いていくのかということで、やると言っているのです。そ

れでいろいろなところでこういう施策が出てきているので、このモデル都市の話も、実は

そういう流れの中でやっている。そこは水道も下水道も同じで、対象は頭に置いて、何と

か６件の実現に向けて、個別主義で実はやっているということのあらわれだと御理解いた

だければと思います。 

○江口専門委員 水道の最後の首長へのトップセールスというのも。 

○鳥巣審議官 まさにそのことなのです。 

○江口専門委員 まさに絞ったリストの中のということですか。 

○鳥巣審議官 申しわけないですが、地元の調整があるので、ここでリストを出すと炎上

してしまうのでリストは出せなのですけれども、そのリストをそれぞれ我々がつくらせて、

厚労省の水道部と下水道部のほうでしっかり、これはまさにそれぞれのトップが相手方の

トップに会うみたいな感じでやってもらっておりまして、相当な努力をしていることは事

実なのです。それをここで書かせていただいているということです。 

○江口専門委員 ありがとうございました。 

○宮本部会長 よろしいでしょうか。 

 この集中取組方針の目標のところの13ページの（１）で、今回は３カ年を考えているけ

れども、次のことはあるのだよということをもうちょっと含めていただいたほうがわかり

やすいのではないかと思います。 

 あと、関連ですけれども、先ほどの下水道の江口先生御指摘のポツの３個目、これは混

合型のコンセッションのイメージなのですが、それが水道のほうに入っていないですね。 
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○鳥巣審議官 水道は、基本的に料金収入で賄うという原則があるのです。下水は、基本

的に社会インフラとしては雨水の処理などは公共としてやるということなので、大半は公

共負担なので、むしろ公共負担の額を減らしてくれということを我々は言っているのです

けれども、上水は基本的に料金収入で賄ってくれというのが原則です。 

○宮本部会長 わかりました。 

 清水さん、お願いします。 

○清水専門委員 二、三、コメントさせていただければと思いますが、まず、今、お話に

出た水道のところです。14ページ②水道の１つ目、２つ目のポツの部分、ここの表現はこ

れまでの議論をよく踏まえていただいたと感じております。給水人口の減少、維持更新費

の増嵩等を反映して長期的な見込みを公表し、かつ国が積極的に関与する。それから、そ

の次のポツも、民間経営の原理を導入することが水道事業の長期的な健全性を確保すると

の記述、国が率先するとの記述、前向きな姿勢が出ていて良いと思います。 

 その上で、あえて少し細かいことを追加で申し上げると、１つ目のポツのところは、維

持更新費の増嵩等を反映した中長期的な水道料金の見込みですけれども、この辺も単に見

込みをつくればいいということではなくて、本当に厳しい実態、実情を反映したものにし

てもらわないと意味が無いと思います。従って、ワーディングとしては、増嵩等実態を反

映したとか、実情を直視したとか、細部お任せしますが、その辺のニュアンスがよりしっ

かり出るようなワーディングにしていただければ、よりいいかなと思っております。 

 水道については、前回申し上げましたように、やはり大きな論点というのは、どうして

も法人税の扱いのところと思います。産業競争力会議で議論されているということですけ

れども、そこのところがやはり非常に重要だということを重ねて指摘させていただきます。

この議論は、最終的に何らかの制度的な工夫をすることが国、地方、民間、地域住民など、

あらゆるステークホルダーにとってプラスになるはずですので、その点改めて指摘させて

いただければと思っております。 

 ３つ目ですけれども、当アクションプランのPDCAをしっかり回していく点について一言

コメントします。事業規模の把握のところについて、今回、民間経済活動とのリンケージ

を考えて、民間事業収入ということをもって把握するというコンセプトはそれでよろしい

かと思うのですが、一方で、PDCAを回していったときに実情がどうなっているかというの

を立体的に把握しようとすると、民間事業収入だけではなくて、施設整備費がどうかとか、

そのうち公共施設部分がどうか、民間施設部分がどうか、あるいは従前の契約額ベース、

財政負担ベースでどうかというところを内々にでもアンケート調査で把握されることが望

ましいと思われます。いろいろ技術的に大変なところもあると思うのですが、そこは是非

事務局のほうで御検討いただけたらいいかなと思っております。 

 以上です。 

○宮本部会長 ありがとうございます。 

○鳥巣審議官 ワーディングの件は貴重な御指摘をありがとうございました。検討させて
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いただきます。 

 法人税の件は、まさにそうです。我々も非常に大事だと、少なくとも事務方としては思

っているわけですけれども、問題は各省協議ということなので、ほかのところも含めて、

特に財務省協議はなかなかハードルが高いものですから、先ほどのインセンティブの話も

含めて、どこまで書くかということについては、今のことを踏まえて各省協議に臨んでい

きたいと思っております。 

 それから、PDCAの話は全くおっしゃるとおりでして、今後、来年の年明け以降、少し時

間的余裕を持ってこの計画部会を開かせていただいて、きちんとフォローアップしていた

だきたいと思うのですが、そのときに必要となるデータはどういうことが必要なのかとい

うことも含めて、また一度、フォローアップの仕方について御議論いただくような場を設

けていただく必要があるのかなと考えておりまして、その中で検討をぜひお願いしたいと

思っております。 

○宮本部会長 ありがとうございます。 

 これを出すときには、この前の過去の計算の結果というのは、どういう形でつくのでし

ょうか、つかないのでしょうかというところです。 

○鳥巣審議官 例の４兆5,000億の話ですね。そうではなくて。 

○宮本部会長 25、26、27年度の実績。 

○鳥巣審議官 実績は当然、前提にして事業規模を算定しているのですけれども、この中

で書くべきではないかということですか。 

○宮本部会長 この中で書く必要があるのかどうかは別だと思うのですけれども、それは

これに付随するものとして出ていくのか、あるいは別の機会に公表する予定なのかという

ところですが、その取り扱いということです。 

○鳥巣審議官 せっかくフォローアップをしているので、できるだけ出す方向で、どうい

う形で出すのか。この参考資料で出すのか、あるいは別な形で出すのか、また御相談させ

ていただいてよろしいでしょうか。できるだけ出す方向です。 

○宮本部会長 お願いします。 

○鳥巣審議官 当然、事業規模が出るので、その前は出せないのですけれども、事業規模

の数字が出たのと同時に、どういう形で出していくのかということについて、また検討し

た上で御相談させていただければと思うのです。 

○宮本部会長 別に出すにしても、やはり同時ぐらいに出さなかったら比較ができないで

すね。ありがとうございます。 

 それでは、財間さん、お願いします。 

○財間専門委員 どうもありがとうございます。 

 ざっと最初に読んだときの印象は、結構具体的でわかりやすいし、場所によっては結構

踏み込んだ表現もあるなと思いまして、民間の事業者としては非常にありがたいなという

ところもあるものですから、非常に読みやすかったです。 
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 ただ、そういう中で、例えば３ページの１段落目の最後の行のところです。「上下水道

等の生活関連分野にコンセッション事業を活用することで課題の克服に努める必要があ

る」という、ここなのですけれども、多分そんな意図は持っていないですよということだ

と思うのですが、コンセッションをすると課題が克服できるように一瞬読めてしまうとい

うか、コンセッションが打ち出の小づちみたいに読めてしまう印象を受けたのです。14ペ

ージと照らし合わせて読むと、決してそんなことはないということはよくわかるのですけ

れども、この「克服」とか「必要がある」の場所の問題なのかもしれないですが、そうい

う印象がちょっと強い表現だなと思いました。 

 あと、細かいので言うと、５ページ目にあえて「国立大学法人」という表現を入れられ

ていたり、12ページ目に「首都高速道路」というのを入れられていたりという、若干距離

があるものですから、違和感を覚えました。 

 それと、最後に、骨子の段階で最初の「基本的な考え方」に書かれていたインフラファ

ンドですとか、こういうのをやるとリスク管理能力が発揮されて事業の成立性を高めるこ

とにつながる好循環が生まれる的な表現が、今回、最初の「基本的な考え方」のところに

は明記されていないものですから、できればこのあたりの表現を「基本的な考え方」のと

ころでも触れていただけると。いまだに地公体の方々はファンド・イコールさわりたくな

いという印象を皆さん強く持っていらっしゃるので、できればそういう考え方を、こうい

う考えもあるのだぞということを明確に示すためにも、上のほうで取り上げていただきた

いと思っています。 

○宮本部会長 ありがとうございます。 

 ３点、よろしくお願いしたいと思います。 

○鳥巣審議官 課題の克服なのですけれども、努める必要があるということで、ここの課

題というのは、要は20年後、30年後に生活インフラの維持更新がもうもたなくなる、持続

可能性が大きく問われるという課題のことを言っていまして、それに対して今の段階から

民間の経営原理を導入して、それに備えるべきだということなので、何でもかんでも、こ

れをやればできるという趣旨では決してないので、そういう趣旨がとりにくいということ

であれば、書きぶりを少し検討してみたいと思いますが、趣旨としてはそういう趣旨です。 

 国立大学については、いろいろなところで御指摘をされていて、実は、先ほどもちょっ

と議論になりましたけれども、経済財政諮問会議の一体改革推進委員会の中でも、結局、

今までは、ここの場でも御議論がありましたが、根本先生から御指摘いただいたとおり、

普通財産ばかり議論しているけれども、実は行政財産、要は本来の用途に供されていると

いうベールのもとで、実は低未利用がまだ残っているみたいな話が根本先生から御指摘あ

りまして、まさに行政財産の話とあわせて、実は大学の中でも、大学の財産でそういうも

のが多々見受けられる。これは普通財産でも行政財産でもなくて独法が持っている財産で

すので、ここできちんとしていく。 

 ただ、独法も地方の公立大学も含めて、PFI法の中の公共法人に当たるので、当然PFI事
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業をやっていただく主体でもあるので、あわせてこの行政財産と似たようなものだという

ことで指摘のある国立大学についても書かせていただきました。 

 それから、首都高については、今回、廃止すると書いていますが、要は一本化する一方

の集中取組方針の中に既に入っていまして、アクションプランと集中取組方針の中の計画

で、まだ積み残しだなと思うことについては今回そのまま残しています。これについても

残した上で、きちんと時間軸をできるだけ明確にしたいなということではあるのですけれ

ども、ここについてはなかなか苦戦しております。特に事業者をどうするかという問題も

あって苦戦をしていて、時間軸をどこまで明らかにできるかということについては少し課

題として残っておりますけれども、これは積み残し分だということであります。 

 それから、最後の御指摘、もともと骨子の中で書いておりました事業の成立性を高める

ことというファンドの話ですけれども、これについては引き続き工夫させていただいて、

また御相談させていただきます。 

○宮本部会長 ありがとうございます。 

 先ほど御指摘の首都高などの記述のところは、唐突にぽっとある感じもしますね。しよ

うがないのかわからないけれども、もしうまく落ちつくような書き方があれば、工夫して

いただければと思います。 

○鳥巣審議官 そうですね。工夫させていただきます。 

○宮本部会長 では、石田晴美専門委員、お願いします。 

○石田（晴）専門委員 19ページで前回も申し上げたのですが、目標の設定の妥当性は現

状値がわからないと判断ができないので、ぜひ、今おわかりの現状値を教えていただきた

いです。例えば19ページの②の10年間で人口20万人以上を全て目指すというと、もう３年

経っているわけですから、今、20万人以上の団体がいくつあり、そのうち何団体が既に実

施しているのか。③についても教えていただけますか。 

○鳥巣審議官 今、事業規模を検討中で、その中で実績を含めて整理させていただくので、

必ずこれが出る段階ではきちんと整理をしたいと思うのですけれども、今、全体の事業規

模目標を整理する中で、実績もあわせて整理させていただきたいと思いますので、今後の

課題ということにさせていただければと思います。 

○石田（晴）専門委員 そうすると、ニュアンスで結構ですけれども、人口20万以上の団

体全てが今後７年間、もう３年たっていますから、全部やるというのは挑戦的な目標なの

ですか、どうなのですか。 

○鳥巣審議官 これは非常に難しいところであるのですけれども、現状からいくと、既に

実績があるところもあります。なので、これは場所にもよるのですけれども、要は収益性

の期待できるところについてはもうかなりどんどん進めているところもあって、これを人

口20万人以上全てやることについては、場所によっては非常にチャレンジングだと思うの

です。ただ、今回は、せっかく優先検討規程を設けたので、これをしっかりつくってもら

って、要するに一番ボトムのところです。全部１でいいと言っているつもりはないのです
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けれども、少なくとも全てのところで収益事業にチャレンジしていただいて、要は公共施

設で稼ぐ、きちんとプロフィットを上げるということはどういうことなのかということを

最低限体験していただきたいというのが我々の気持ちなのです。 

 だから、例えばこれを港区とか、名前を出すとあれなので議事録からは落としますけれ

ども、高い収益力が期待できるところについては、１などというレベルで満足していただ

かないで、もっと高みを目指していくということなので、ここはそういう間違ったメッセ

ージがないようにきちんとやっていきたいと思っています。あくまでも、ここは少なくと

も全てのところで優先検討規程を使って１件以上やったということを前提に事業規模を積

み上げていくということなので、要するに１件でいいよということを言っているのでは決

してなくて、場所によってはもっと高みを目指してやっていただくし、それ以外も含めて、

最低限１回は収益事業を経験していただいて、次の目標を目指していただくみたいなニュ

アンスで打ち出していきたいなと考えています。 

○石田（晴）専門委員 ③の人口20万人以上で平均２件という、これも冒頭、難しいから

平均という字句を取らないで残させてというお話だったのですけれども、これはいかがで

すか。あとまだ７年も残っているのに、それも平均で、これがチャレンジングなのか。上

と同じように全ての人口20万以上はあと７年で最低１やるのいうのと、どちらが挑戦的な

のですかね。平均にすると、すごくやっているところはやっているので。 

○鳥巣審議官 ③については、上のほうは実は平均と書いていないのです。これは先ほど

みたいな趣旨で、少なくとも１つは必ず収益事業にトライしてくださいねということを言

いたいがゆえに、そういう気持ちを込めているのですけれども、実は下のほうは場所によ

って全然違ってくるのです。要は都心３区とそれ以外の東京、あるいは東京、神奈川とそ

れ以外の首都圏、あるいは三大都市圏と三大都市圏の外ということで、実はこの積み上げ

のときに、今、数字の調整の中でずっと議論しているのですけれども、この２件の中には

都心のグループと都心ではない東京のグループ、三大都市圏と三大都市圏以外の公共団体

のグループということで、人口20万以上の公共団体についても、ある程度グルーピングし

て、上のほうのグループについてはかなり高いところで数字が出てくるだろうという前提

で積み上げています。 

 ただ、それをこの中で全部個別に書くと、要はそれぞれの公共団体ごとに目標を設定し

ているという誤解を受けるので、これはあくまでも事業規模をどう見積もっていくのかと

いうことをここでお示ししたいと思っているのです。それを全部ばらばらとならした上で

平均２件と言っていますが、この平均２件の中には、都心の公共団体とそうではないとこ

ろ、あるいは三大都市圏の公共団体とそれ以外のところというように、実は少し細かいブ

レークダウンした見込みを裏のほうで用意しておりまして、それをならす形で今回、平均

して２件という形にしています。 

○石田（晴）専門委員 しつこくて申しわけないのですけれども、②は人口20万以上全て

と言っているので、全ての地方自治体が自分の目標だと考えると思うのです。うちも必ず
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１個やらなければいけない。だけれども、③になると平均なので、やらなくてもいいので

はないかという話になってしまいませんか。もし下にブレークダウンの数字があるのであ

ればこの20万人以上で平均２件ではなくて、今後７年、あるいはトータル10年間で何千件

とかという数値目標を出したほうが、逆に今度は府省のほうの目標値になると思うのです。

平均２件で、20万人以上は180地方自治体だから、それで目標を立てるのなら結局同じです。

そうであれば金額または件数を明確に目標値とした方が潔いと思います。 

○鳥巣審議官 国であれば多分そういうことが可能なのですけれども、なかなか我々が苦

しいのは、常に地方公共団体という地方自治団体を相手にして物事を打ち出していかなけ

ればいけないので、あからさまな目標を設定することについて、なかなか厳しいところが

あるので、今回、我々はぎりぎりのところでやっているのですけれども、要はこれは目安

にしてくださいと言っているわけです。目安というのは目標ともとっていただけますし、

例えば目安を下回っているということは、要は国の期待値からビハインドだということを

彼らはわかるわけです。 

 下の２件も、この２件というのは全部をならした２件で、当然、都心についてはもっと

高みを目指していくという趣旨を込めて言っていまして、逆に言えば、非常に収益性の低

いところで２件というのは、はっきり言ってかなりチャレンジングだと思います。ただし、

それ以外のところについては、もっと高みを目指していくという趣旨を込めて、平均とい

うのはそういう意味でこう言っておりまして、その書き分けに事務方の苦しいところを御

推察いただければと思うのですけれども、あなたのところは何件とここで書くというのは

基本的には無理です。これは相手が地方公共団体なので。ただし、彼らの目安といいます

か、目標といいますか、自主的に目指していく数字を掲げてあげたいなというのがここの

気持ちなので、そのようにとってもらうようにですね。 

○石田（晴）専門委員 だったら平均をとっても同じではないですか。 

○鳥巣審議官 平均というのは、ならしてしまっていますよということです。上は当然１

件なので、平均もへったくれもないわけです。全部やってくださいというか、やっていた

だくことを目指しましょうと言っているわけです。下の平均というのは、いろいろありま

すよと。だから、地域性を考慮して自分で２件を考えながら、高いところを狙っていくの

か、２件までいかないけれどもできるだけ頑張っていくのか、その辺はそれぞれの公共団

体で考えていく。ただ、我々としては、積み上げの中では、そういうことを踏まえた上で

こういう数字にしていきますよということでならしたら、２件ということで積み上げてい

っていますよという積み上げの根拠をここで述べているということなのです。なかなか苦

しいのです。 

○宮本部会長 ここは今のいろいろな御検討の上でできていますので、こういう形でいか

せていただければと思います。 

○石田（晴）専門委員 全然違うことでよろしいですか。10ページ、11ページのところで、

国土交通大学校等のカリキュラムを充実させるなどにより職員等を育成する、28年度末ま
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でということなので、もうこれはやっていらっしゃって28年度末で完成するのか、それと

も、これからカリキュラムをいじるのか、それを教えていただきたいのです。 

○野村参事官補佐 申し上げます。 

 既に国土交通大学校で取り組まれているとは承知しているのですけれども、さらに足り

ないところがあれば、必要なカリキュラム等は充実させていただきたいという趣旨で盛り

込ませていただいております。 

○宮本部会長 ここは後でまた国交省とも最後の詰めがありますから、そこで確認してい

ただくということでよろしいでしょうか。ありがとうございます。 

 では、ほかにお願いできますでしょうか。 

 岩本さん、お願いします。 

○岩本専門委員 御説明ありがとうございます。 

 今回読ませていただくと、この前の機構さんからの御説明を反映された部分だと思うの

ですけれども、一部の費用しか回収できない場合でもしっかり見ていきましょうという主

旨で記述しており、ここは裾野を広げるという意味で、非常にいいと感じております。 

 一方で、ここを読むと、あらゆるセクターでそういう考え方が適用できるのかなと思い

つつ、重点分野と目標のところ、13ページ以降でいきますと、15ページの下水道のところ

には一定の公費負担を前提として考えてくださいという記述があります。一方、先ほどの

御説明の中で、上水道は料金収入で事業を組み立てるというように、それぞれのセクター

で見方が違うとお聞きしたので、これはそれぞれのセクターによって、公費負担が前提と

できるかどうかというのはお示しになった方がいいのではないか、と思いました。 

 次が、12ページでございます。先ほど機構さんの活用をもっとやるということ、特にコ

ンサルティングの部分でサービスを供与できると、案件の形成に非常に資するのかなと思

います。大筋では違和感ないのですけれども、最後のところで、インフラファンドを今後

さらに議論されていくということでございますが、若干コメントをさせていただきますと、

我々の認識では、資金の供給が難しいことが原因で案件形成が滞っているという認識は余

りしておりません。そこで、このインフラファンドを目指すという表現は、何を目指して

いるのかなというのが、よく理解できないところでございます。地方の金融機関、あるい

は我々都市銀行も含めて、ファイナンスのところは非常に積極的だと理解しておりますし、

例えばインフラファンドの組成については、事業者さんサイドがバランスシートの負担を

軽減するということで、イグジットのところでの活用はあると思いますが、これだけ件数

がまだ少ない状況で、このインフラファンドを目指すという格好の目標設定は若干違和感

があるなという気がしました。 

 以上です。 

○宮本部会長 ２点ございましたけれども、お願いいたします。 

○鳥巣審議官 最初の公費負担の話なのですけれども、下水道のほうは非常に比率が高く

て、これは別に、先ほどの経済・財政一体改革推進委員会、経済財政諮問会議の中でも議
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論になっているのですが、非常に公費負担の比率が高いということがあって、受益者負担

のあり方を含めてここを見直してほしいというのが財政審議会の中でも議論され、それを

受けて経済財政諮問会議の中でもあったというぐらい、非常に大きな負担の軽減を図って

いくということが課題になっていることもあって、あえて書いているので、ほかのところ

については同様の問題の指摘も特にないので、あえて書いていないだけの話なのです。 

 ただ、全体的に書いているのは、要は公費負担があるものについては、やはりできるだ

けコンセッションを使うなり、混合型を使って公的負担の軽減を図っていくという基本的

思想は全体で書いて、下水は個々の指摘があちこちでなされているものですから、特にそ

ういう指摘がなされるものについて、ここであえて触れさせていただいたというのが一つ

です。 

 もう一つは12ページです。インフラファンドの組成というのがPFI機構の目的の一つとし

て掲げられているにもかかわらず、全然進んでいないという状況があって、例の愛知道路

を含めてそういう動きが一部に見られているものですから、そういう意味では少し機運が

高まってきているのかなと。これをきちんとしっかり後押ししていくのが、もともとPFI

法の中で我が国におけるインフラファンドの成長みたいなことを目的に掲げている中で、

今までなかなか実を結んでこなかったのですけれども、やっとその光が見えつつあるかな

というところなので、ここできちんと書いておかないと、逆に言えば、一体何のために機

構の目的があるのかみたいな話になるので書かせていただいております。 

 確かにこれまで全然やっていないところを見ると唐突感があるのだと思うのですけれど

も、裏にはそういう話があるということでございまして、何とか物になればいいのですが、

逆に我々が心配しているのは、物にならないときのことを心配していて、ただ、しっかり

彼らとしても物になるように頑張ると言っているので、また来年になったら、１号はうま

くいかなかったけれども、さらにまた頑張れみたいな話になるかわかりませんけれども、

我が国におけるインフラファンドをしっかり育てていくというのは、機構のもう一方の重

要な、個々の事業を進めていくということも大事なのですけれども、やはりインフラファ

ンドを育てていくということも機構の大きな目標として掲げたいので、今回初めて機構の

目標をアクションプランの中に位置づけたわけですから、その中にこれが入ってないと、

さすがにちょっと片手落ちな感じがするものですから、入れさせていただいたというのが

その趣旨です。 

○宮本部会長 よろしいでしょうか。ありがとうございます。 

 では、廻さん、お願いします。 

○廻専門委員 教えていただきたいのですけれども、集中取組方針のところなのですが、

空港に関して、関空と大阪空港は１、１と数えるのですか。 

○鳥巣審議官 両方で１です。 

○廻専門委員 北海道の複数空港は、まとめたら１。 

○鳥巣審議官 まだ数えていないです。 
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○廻専門委員 では、６件というのは。 

○鳥巣審議官 全体まとめてコンセッションとして考えると、多分１になるかと思ってい

ます。 

○廻専門委員 では、ほかに神戸とかそういうのも考えているという感じですか。 

○鳥巣審議官 神戸はまた別のものになります。 

○廻専門委員 ６件というのは、具体的に、もう28年度なのでと思ったのですけれども。 

○鳥巣審議官 新千歳はまだなので、これから検討します。 

○廻専門委員 それから、空港、水道、下水道、26～28年度というのと28～30年度という

ので、当然時期が違うからしようがないのですけれども、すごく具体的で、ああそうかと

いうものと、何となく抽象的なところと、非常に差があるのです。これはもう少し、例え

ば文教施設というのを書いてありまして、文教施設はスポーツ施設、社会教育施設及び文

化施設。私も文教のことを教員でいながらわからないのですけれども、コンセッション事

業を活用してインバウンド拡大を目指した観光資源の開発や利用者の満足度の向上という

ことは、具体的にはどんなことなのでしょうか。具体的には何をどうするのですか。 

○宮本部会長 お願いします。 

○鳥巣審議官 要は全国でいろいろなハコモノをつくりましたね。博物館とか、何とか文

化会館とか、美術館とか、そういうものを単にやめてしまうとか除却してしまうというこ

とではなくて、せっかくだからポテンシャルを生かすために。ただ、役所が考えたのでは

多分もうけられないと思うのです。それをコンセッションを使って民間の発想で工夫して、

要するに新たな観光資源になるように活用していったらどうでしょうかということです。 

○廻専門委員 具体的には、スポーツ施設、社会教育が観光資源になるのかなと思ったも

のですから。博物館とか、琵琶湖のあそことかはうまくいっていないですものね。 

 あと、まだこの文教施設のところは何となくぽわんとしていて、例えば「文教施設の具

体の案件形成を行うため、地方公共団体等への働きかけを実施する」などと、すごく全体

に表現が弱いのですけれども、これは省庁の特徴でしょうか。ほかとの差があってバラン

スが悪いような感じがするのです。 

○鳥巣審議官 実はまだ文教施設は１年生なものですから、これが２年生、３年生になっ

てくると、先ほどのようなトップセールスをやるとか、非常に具体的になってきて、実は

ことしの今後の検討として、来年、この落第した人たちをどうするのかという問題があっ

て、卒業したときは、この中で議論しているのですけれども、一つの考え方なのですけれ

ども、今後御議論いただく必要があるのですが、例えば空港ですと、もうある程度テーク

オフしたところについては、重点分野ではあるのだけれども件数目標は掲げないとか、も

う自立的に回っていくものについては、重点だという位置づけは残しておきつつ、目標は

もういいではないかと、自動的に回っていくという考え方もあるでしょうし、そうすると、

来年になっても１件も、浜松ぐらいは多分うまくいくかもわかりませんね。ただし、水道

についてはまだ相変わらず例のディスインセンティブの話もあって、具体化はしています
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けれども、ゴールインはなかなか遠いというところについてどうしていくのか。 

 ６件のうちまだ１件か２件しかないところについては、当然明らかに未達なわけです。

未達の重点分野についてどう位置づけるのかということについては十分御議論いただく必

要があると思うのですけれども、幸い、実はことしから政府の中でタスクフォースを設け

て、我々が事務局をやっているのですけれども、ほぼ全省庁が入って、要するにPFIを推進

していくための全省庁的な実務的な枠組みをことしから用意しております。その中で、全

体的な会合のほかに個別会合といって、要は特定の省庁を呼んでやりとりする場がありま

す。そういった中でこういうことについては議論しているのですけれども、そういったも

のをフル活用していくことになると思うのです。 

 いずれにしても、省庁によって違いがあるのは、今言ったみたいに１年生なのか、２年

生なのか、３年生なのか。これは４年生はありませんので、３年生は来年どうするのかと

いうことを、ことししっかり議論していかなければいけないなということでございます。 

○宮本部会長 よろしいでしょうか。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 では、まず石田さんからお願いします。 

○石田（直）専門委員 ありがとうございます。細かいところも含めて幾つかコメントさ

せていただければと思います。 

 まず、８ページの（２）地域プラットフォームを通じた案件形成の推進の最後の「さら

に」のところで、民間提案の仕組みを検討する、また、一の地方公共団体の枠組みを超え

たより広域的な地域プラットフォームの形成も促進し、事業の広域化等を推進するという

ことが書いてあって、これはバンドリングを進めていく上で重要なことだと思っているの

ですが、【具体的取組】の中でこれに当たるものがどれなのかがよくわからなかったとい

うことと、あと、ブロックプラットフォームとかがそれに当たるのだろうなとは思うので

すが、これに関して、例えば一つの考え方として、都道府県さんにもう少し推進していた

だくみたいな話は結構あると思うのです。そのようなことは何か書き込めないのかなとい

うことを思いましたというのが１つ。 

 ２つ目が、10ページの（３）民間提案の積極的に活用ということで【具体的取組】の②

提案に対する地方公共団体の応答、検討結果の公表と書いてあって、検討結果を公表して

いただくというのは個人的には非常に重要だと思っているのですが、その手前として、地

方公共団体が応答するために、そもそもどのような評価をしなければいけないのか。また、

それにどうやって第三者を入れていくかみたいなところでとまっているところが結構多い

ので、ぜひそこも入れてほしいなと。例えば提案に対する地方公共団体等による民間提案

の評価の方法、応答とか、そのように入れていただけるとありがたいなと思っております。 

 それから、先ほど来、議論になっている14ページ以降の水道のコンセッションについて

は、先ほど清水専門委員等からもいろいろなコメントがありまして、重複するのですけれ

ども、全部、厚生労働省さん、そして国交省さんが下水道になっているのですが、私の理
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解では、例えば水道の１つ目に書いてあるような厳しい経営の見通しについて明らかにす

るということは、かなり総務省さんが努力をされているということがありますので、総務

省さんにもここはあわせてしっかりやっていただくような形にしていただくといいのかな

と思いました。 

 それと、17ページの公営住宅です。実は公営住宅、私は余り詳しくはないのですけれど

も、コンセッションについては余りどうなのかなみたいな議論が何となくあると聞いてい

る中で、最初、集中取組方針の中に公営住宅が入るとはどういうことなのかなと一瞬思っ

たのですが、よく見ると、ほかの５分野はコンセッションを推進するとなっているのに対

して、公営住宅は、コンセッションはどちらかというと中長期的なところに置いていて、

まずは収益型事業、公的不動産利活用として案件を形成していこうという考え方なのかな

と思いまして、それはそのように理解したのですが、公営住宅のところのポツに書いてあ

る２つが、これは施策なのかなという気がしたので、ほかのところと同じように、何々を

実施するみたいな感じにしていただいたほうがいいのではないかと思いました。 

 最後に、卒業生、落第生という話が先ほどから出ているのですけれども、ぜひ「６．PDCA

サイクル」のところにそのあたりも入れていただけないかなと。やわらかくていいのです

けれども、このPDCAの中には重点取組期間の終了時に卒業できそうかどうかの見込みをつ

けて、次にどうするのかというのを、ぜひこういった場でも、各府省さんだけではなく、

意見を述べられる機会があるとありがたいなと思いました。 

 以上、よろしくお願いします。 

○宮本部会長 ありがとうございます。 

○鳥巣審議官 順番に。 

 都道府県の役割は、おっしゃるとおりなので、案文を工夫させていただきます。 

 民間提案の話も、非常にありがたい御指摘なので、ぜひ盛り込む形でこれも工夫をさせ

ていただきたいと思います。 

 14ページ、総務省の話についても当然入れた上で、ただ、その後、予想されると思いま

すけれども、各省協議が待っておりますので、どういう形になるか。第一義的には厚労省

がきちんとやらなければいけないのではないかと思いますけれども、ただ、当然、公営事

業については総務省所管でもありますし、公共施設総合管理計画も総務省はきちんと全体

を見ているということもあるので、全く御指摘のとおりだと思いますので、そういう方向

で検討したいと思います。 

 それから、前後しますけれども「６．PDCAサイクル」に重点取組方針の話を入れるとい

うのは、これも含めておっしゃるとおりでございますので、案文の工夫をさせていただき

たいと思います。 

 公営住宅の件でございますけれども、これも先ほど言いましたように、まだ１年生だと

いうこともあるので、実は今回、まずお手並み拝見ということで、むしろ２年目、３年目、

特にことし、彼らの状況をフォローアップする中で、今年度のフォローアップといいます
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か、今年度末のフォローアップの中で、ヒアリングする機会等も設ける中で、ぜひこの場

で具体の施策を指摘していただいて、国交省との間で何をすべきかということについて課

題を明らかにして、これを盛り込む形にしていきたいなと。 

 実は、まだどこか問題ないかも含めてスタートラインに立ったばかりなので、実は我々

もまだそこまでの見識は持ち合わせていない。ただ、コンセッションについて彼らの需要

調査をしたところ、ないと言い張っておりますので、我々は、あるではないかという材料

もないので、ちょっとこれは余談になりますけれども、実は事業者側の意向を聞く場が委

員会のほうは少ないのではないかと。なので、逆に言えば、我々はそういう情報がないも

のですから、国交省のほうでコンセッションの事業意欲が全くないと言われれば、反論す

るものを持ち合わせないわけです。その場で、いやそんなことはないと、うちの事業部会

を設けて、事業部会の中でヒアリングしたところ、ちゃんとあると言っているところがあ

るぞということを言えるぐらいになりたいなというのが実は我々の希望でありまして、ぜ

ひ各省とは別に、そのような事業についてのいろいろな業界のヒアリングを含めてできる

ような場を設けていきたいなということで、これは親委員会のほうでお決めいただくこと

になると思いますので、親委員会のほうでも議論をしていきたいなと思っています。 

○宮本部会長 ありがとうございます。 

○江口専門委員 そうすると、公営住宅の６件というのは、具体的なものがなくて６件と

いうことなのですか。 

○鳥巣審議官 実はこれは産業競争力会議のほうで従来からとってきているカウントの仕

方で、余りロジカルではないのですけれども、要は、その時点で具体化されているもの掛

ける３と。３倍ルールというのがあって、その時点で具体化されているものが２件あれば、

それに努力目標で200％努力して、全体として300％でいくみたいな３倍ルール。かなり高

目のボールだということで各省から評判が悪いのですけれども、これはどちらかというと

産業競争力会議のほうでそういうルールでこれまで、空港の６件も実はそうだったのです。 

 公営住宅についても、彼らが需要調査をしたところ、コンセッションはないのだけれど

も、収益事業型あるいは不動産利活用型で２件、事業化の可能性のあるものがあるという

ことで、では３倍ルールで６件だということになっております。３倍ルールの合理性は、

あとは気合いだけなので、理屈ではないのですけれども、そんなことでございます。 

○宮本部会長 ありがとうございます。 

○浅野専門委員 ありがとうございました。 

 幾つかお話ししたいと思いますが、意見でもなければ提案でもなくて、全体についての

感想です。 

 民間提案の積極的活用については前段に入ってきているのでこれはいいのですが、19ペ

ージの③の公的不動産の有効活用のところで改めて公共施設等総合管理計画や固定資産台

帳の整備が記述されているので、ある意味、低未利用の公有地の活用に関しては、民間か

らいっぱい提案が来るだろうとここの部分だけに民間提案を期待しているように読めてし
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まうように思います。低未利用地は、誰も手をつけようとしないから未利用の場合が多く、

開発余地のある低未利用地は都心に多いから開発事例も都市に集中してしまうのが実態だ

と思います。 低未利用地の使い方がわからなくて困っていて、民間事業者も余り興味を

示さないといった場合に、公共施設等総合管理計画、資産台帳が公開されていれば施設の

老朽化施設の維持管理費を削減するというのは極めて喫緊の課題ですから、低未利用地に

複合施設を計画するとか、低未利用地を暫定利用するとか、そこに民間のアイデアや知恵

がいろいろと活かせるようになり、官民連携の視点からウイン・ウインの関係が構築でき

ると思います。 今回、老朽化インフラという言葉がこの中にほとんど出てきていないの

で、せめて公共施設の総合管理計画が低未利用地の発掘だけとかいう狭義の意味ではなく

て、広義の意味でということで、ここは１つだけ提案なのですけれども、４ページの上か

ら３行目、このように、PPP/PFIを推進するに当たっては、公共施設等総合管理計画等の策

定や固定資産台帳の整備及び公表を行うことを通じ、民間からの提案を受け入れるために

も不可欠であるというように加えて頂いた方が、公共施設等総合管理計画、固定資産台帳

の意味も広く捉えられる余地が出てくるかなと感じましたので、御提案ということで終わ

りたいと思います。 

○宮本部会長 ありがとうございます。 

○鳥巣審議官 御指摘を踏まえて検討させていただきます。 

○宮本部会長 根本先生。 

○根本部会長代理 ７ページの人口20万人以上の優先的検討規程を策定するというところ

なのですけれども、この地方公共団体等の「等」の意味は定義したほうがよくて、これは

20万人未満の地方公共団体を指すとすると、検討規程の指針とは内容が違ってきますね。

望ましいと向こうで言っているので、これを全部「等」の中に含めるとなると策定すると

いうことになるので、そこは強くも弱くもしてはいけなくて、ニュートラルな表現にする

のだろうと思います。それが１つです。別に、検討していただければ結構です。ぱっと見

ると、全部やるというように見えてしまうので。 

 それから、19ページの公的不動産のところです。ここも人口20万人以上というのがあっ

て、その下に注の10で1,000平方メートル以上というのは、土地なのか、建物なのかという

のも定義が必要です。それで、土地でも建物でもどちらでもいいのですけれども、いずれ

にしても学校の廃校舎というのは必ず入ってくるのです。そうすると、今、全国で３万生

きている学校があって、それ以外に１万ぐらいの廃校舎が現存するのです。それだけでも

う十分に件数的には上がってくるはずで、山奥の案件だから出てこないということは一切

なくて、普通財産の切れ端みたいな土地は使えないけれども、まとまった土地であれば幾

らでも使いようがある。使いようがあることを知らせる意味がやはり大事だと思うので、

この平均２件というのは幾らなんでも過小だと思うので、工夫していただければと思うの

ですが、これはチャレンジングでも何でもなくて、あしたにでもできぐらいの話です。特

に人口20万と今回かかっているので、夕張の山奥でも７つの廃校舎を全部使っているので
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す。使おうと思えば幾らでも使える、その知恵を出せというのが民間に対するメッセージ

なので、すごくハードルが低いなという感じです。地公体に対して低いというよりも、民

間に体して低いような気がします。 

○宮本部会長 ありがとうございます。 

 では、今のは御検討いただけますか。 

 あと、石丸さん、いかがでしょうか。 

○石丸専門委員 ないです。 

○宮本部会長 小林さんはよろしいですか。 

○小林専門委員 はい。 

○宮本部会長 では、私のほうから、１ページ目の「１．趣旨」のところで、景気の話と

公的負担の軽減の話が１段落目中心なのですが、サービスの質という話も当然考えている

ことだと思いますから、その趣旨を入れていただければと思います。 

 それから、３ページ目の下から３行目にインフラを入れていただきまして、ありがとう

ございます。ここでの表現が更新期だけのインフラみたいな感じになっているので、書け

るかどうか、ここはあとの10日間の勝負かもわかりませんが、新規も含めてみたいな勢い

を入れてもいいのかなと。どこまで可能か、難しいところだと思います。 

 あと、バンドリングだとか広域化というのは、これだけだったらぱっと見てわからない

と思います。これは注記があったほうがいいかと思います。 

 ４ページ目の①と②のところで、混合型に相当する記述があるのですが、これを混合型

と呼ぶのかどうか。呼び方もそうなのですけれども、その書き方がないので埋もれてしま

うかなという気がいたしますので、書き方を工夫していただければと思いました。 

 あと、６ページ目ですけれども、④の下のパラグラフの４行目で、サービス購入型はそ

のほとんどがハコモノだというのは日本だけなので、これまでの我が国におけるサービス

購入型はというような形で限定していただいたほうがいいかと思います。アベイラビリテ

ィーフィーとかDBFOいう形でいろいろな国でやっているのは確かですので。 

 あと、その下のLABVの話のところで法人という記述があるのですけれども、これは法人

格がとれるかどうかというのも、組合でどうのこうのとかいう細かいところがありますの

で、事業体とかいう表現のほうが、どちらでも使えるということで、ニュートラルでいい

かと思います。そこら辺が気になったところですので、御検討いただければと思います。 

 もう一つ、きょうは御説明なかったのですが、資料２－２も事前に送っていただいたの

でちょっと見たのですけれども、この絵のほうでございます。本文はこれですけれども、

頻繁に引用されるのはこちらになってくると思います。これは今、ダイレクトに反映して

いないのかなという感じがしますので、再構成をお願いしたいということと、２ページ目

にあります類型Ⅲの公的不動産利用活用事業と書いて、この２つだけになっていますが、

これは極めてトラディショナルな形だけなので、例だとか、これ以外にもいっぱいあるぞ

というようなニュアンスをここに入れていただければ、LABVも生きてくるかと思います。
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ありがとうございます。 

 そのほかいかがでしょうか。皆さん、よろしいですか。どうもありがとうございます。 

 それでは、時間も迫っておりますので、よろしければ、本日の審議はここまでにさせて

いただければと思います。このたびのアクションプラン等の見直しに関するこの計画部会

の開催は、この件に関しましては今回で最後となります。本部会での構成員の皆様には、

短期間のスケジュールの中で積極的に御参加、御議論いただきまして、本当にありがとう

ございました。今後、５月12日の委員会に向けて、本部会からの最終報告としてアクショ

ンプラン等の改定案の審議を行う予定でございます。 

 そこで、本日の御議論を踏まえまして、改定案の修正を含め、委員会への最終報告に関

しましては、私、部会長に一任していただきたいと思いますけれども、よろしいでしょう

か。 

（「はい」と声あり） 

○宮本部会長 ありがとうございます。 

 最後に、鳥栖審議官から御挨拶をお願いしたいと思います。よろしくお願いします。 

○鳥巣審議官 第１回目の部会を３月31日に開催していただきまして、その間、本当に精

力的に各省のヒアリング、それから委員の皆様に御発表いただいて、本日、素案のコメン

トまでいただいたということで、大変ハードなスケジュールの中で精力的に御審議いただ

きましたこと、まずもって感謝申し上げたいと思います。 

 今後は、きょうの御議論を踏まえた上で修文等を検討させていただいて、最終的に会議

決定まで持っていく。その後、当然、この中のエッセンスを骨太2016の中に反映していく

という流れになろうかと思います。 

 その後、先ほどちょっと中でも御説明をさせていただきましたけれども、この計画部会

がアクションプランを推進していくある種エンジンになっていただく必要があって、きち

んとフォローアップをしていく。どういうフォローアップが必要なのか。先ほど数字につ

いて、もっと立体的な数字にしてほしいという御指摘も頂戴しまして、まさにそのように

していきたいと思っております。どういう形でフォローアップをしていくのか。そして、

フォローアップした結果、今度は施策として、これまた各省に注文をしていく必要があり

ますし、この中に書かれたことが１年間きちんと推進されてきたのか。されてこないとす

れば何が問題だったのかということについて、またこの場でしっかり御議論していただく

ことになろうかと思います。 

 今回、非常にタイトなスケジュールだったのですけれども、次回はもう少し余裕を持っ

て、もっと深めた議論ができるようなスケジューリングにしていきたいと思います。 

 本当に短い中に御無理を申し上げたスケジュールの中で、本当に精力的に御議論いただ

きまして、ありがとうございます。また引き続き、この計画部会で精力的に御議論してい

ただくことをお願い申し上げまして、簡単でございますけれども、御礼と御挨拶にさせて

いただきたいと思います。どうもありがとうございました。 
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○野村参事官補佐 最後に１点だけ。本日お配りいたしましたアクションプランに関しま

して、追加での御意見等がございましたら、連休を挟んで恐縮ですけれども、５月９日月

曜日までに事務局まで御連絡いただければと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

○宮本部会長 では、本日の計画部会、これで終了いたします。どうもありがとうござい

ました。 
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